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習志野市の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区 分 

 

住民基本台帳人口 

（３年１月１日）  

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

元年度の人件費率 

２年度 

 

            人 

1 7 5 , 1 9 7  

      千円 

80,319,035 

    千円 

2 , 2 1 2 , 9 6 1  

    千円 

1 2 , 7 8 4 , 2 2 6  

      ％ 

1 5 . 9  

              ％ 

1 7 . 5  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費    

   

 

 

 

 

(参 考 )一 人 当 た

り給与費  

Ｂ／Ａ 

(参 考 )類 似 団

体 平 均 一 人 当

た り 給 与 費  
給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当   計 Ｂ 

２年度 

    人  

1 , 2 7 0  

    千円 

4 , 5 6 0 , 8 2 1  

    千円 

1 , 4 8 4 , 2 5 1  

    千円 

2 , 0 4 1 , 8 3 9  

    千円 

8 , 0 8 6 , 9 1 1  

千円 

6,368 

        千円 

6 , 5 3 5  

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、２年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員

（短時間勤務））及び会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含

まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

 (3) ラスパイレス指数の状況 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。 

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレ

ス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較す

るため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 
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（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。） 

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものである。 

 

※ ３年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３

年連続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

本市の年齢構成が国より若く、経験年数の若い職員の昇格時期が早くなっていること、人材確

保の観点から初任給が国より４号給高いこと及び、国と違い学歴（高卒・短大卒）による昇格

の差がないこと等が、本市のラスパイレス指数を押し上げていると考えております。 

 

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

①給料表の見直し 

［ 実施   未実施］ 

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施

の場合には、その理由）） 

 

 

 

（給料表の改定実施時期）【施行日】平成２７年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。施行後、人事

院勧告を受け、平成２９年 4 月 1 日に０．２％引上げの遡及適用を実施した。 

また、激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

他の給料表（教育職）については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。 
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②地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 

③その他の見直し内容 

 

 

 

 

 (5)特記事項  

 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（３年４月１日現在）  

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区 分 

 

平 均 年 齢      

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

(国比較ベース) 

習志野市     40.6 歳    314,748 円   439,154 円   384,068 円 

千葉県     40.4 歳    305,251 円   409,890 円  357,690 円 

国     43.0 歳    325,827 円     －  円   407,153 円 

 類似団体     41.8 歳    316,706 円   421,371 円   376,792 円 

 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１

日実施） 

 

 

（支給割合）国基準１５％に対し、習志野市においては１３％を支給。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、令和３年４月１

日時点は１３％ 

 

（参考） 

 

平成 26 年度

の支給割合  

平成 27 年度の

支給割合  
平成 28

年度の

支給割

合  

平成 29

年度の

支給割

合  

平成 30

年度の

支給割

合  

令和元

年度の

支給割

合  

令和２

年度の

支給割

合  

令和３

年度の

支給割

合  

4 月 1

日時点  

遡及

改定

後  

国基準によ

る支給割合  
10％  11％  13％  15％  15％  15％  15％  15％  15％  

習志野市の

支給割合  
10％  11％  13％  13％  13％  13％  13％  13％  13％  

 



- 4 - 

②技能労務職 

・技能労務職 (令和3年4月1日現在）

・ 民間データは、厚生労働省が公表する賃金構造基本統計調査のデータを使用（平成29年度～令和元年度の3ヵ年平均）

・ 技能労務職の職種と民間の類似職種の比較では、本市が正規職員のみを対象としているのに対し、民間データは短期雇用のアルバ
イトや派遣職員等も含んでおり、経験年数、平均年齢、業務内容、雇用形態等が一致していないため、単純に比較することはできな
い。

うち用務員 用務員 55.9歳 207.9千円 1.85

うち自動車運転手 自家用乗用自動車運転者 60.4歳 217.1千円 2.10

うち清掃職員 廃棄物処理業従業員 46.2歳 300.1千円 1.48

うち給食調理員 調理士 43.4歳 270.6千円 1.48

平均給与月額
Ａ／Ｂ

（Ｂ）

習志野市 － － － －

国 50.9歳 2,201人 328,603円 ―

区　分
民間 参考

対応する民間の類似職種 平均年齢

うち自動車運転手 55.3歳 3人 371,000円 455,767円 441,000円

394,809円

うち用務員 57.5歳 9人 330,700円 384,544円 374,622円

59人

うち給食調理員 54.5歳 11人 342,800円 400,900円

うち清掃職員 52.0歳 17人 345,200円 445,012円 404,471円

（国ベース）

346,800円 421,137円 401,822円

区　分

公務員

平均年齢 職員数
平均給与月額

平均給料月額 平均給与月額（Ａ）

54.2歳習志野市

286,947円

 

 

   ③教育職  

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額  

習志野市 40.4  歳 322,018円    416,449円 

千葉県    43.5 歳 348,586円    421,280円 

類似団体    42.0 歳 365,037円    446,934円 

 

    （注）１ 「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調

査において明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

 

 (2) 職員の初任給の状況（３年４月１日現在） 

区 分  習 志 野市  千葉県 国  
 

一 般 行政 職  
大 学 卒  188,700 円  188,700 円    182,200 円  

 
高 校 卒  154,900 円  154,900 円  150,600 円  

 
技 能 労務 職  高 校 卒  152,800 円  152,800 円        

 
高 校 教育 職  大 学 卒  211,300 円  211,300 円    
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（３年４月１日現在） 

区 分  経 験 年数 10 年  経 験 年数 15 年  経 験 年数 20 年  

全 職 員  
大 学 卒  272,750 円  302,150 円  －  (※) 円  

高 校 卒  231,150 円  273,600 円  －  (※) 円  

一 般 行政 職  
大 学 卒  －  (※) 円  305,075 円  －  (※) 円  

高 校 卒  222,000 円  －  (※) 円  －  (※) 円  

技 能 労務 職    －  (※) 円  －  (※) 円  －  (※) 円  

教 育 職  大 学 卒  －  (※) 円  344,333 円  363,267 円  

（※）該 当 する職 員 が０名 又 は１名 のため表 示 していない。 
        

 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（３年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 

給料月額 

最高号給の

給料月額 

  

８ 級 

 

部長 １２人 2 . 3 %  408,100円 469,800円 

 

７ 級 

 

次長 ２５人 4 . 3％  362,900円 446,100円 

 

６ 級 

 

課長 ９０人 1 5 . 7％  319,200円 411,800円 

 

５ 級 

 

係長・主査 ６１人 1 0 . 7％  289,700円 395,400円 

 

４ 級 

 

係長・主査 ６９人 1 2 . 1％  264,200円 385,100円 

 

３ 級 

 

副主査・主任主事・主任

技師 
２００人 3 5 . 0 %  231,500円 352,400円 

 

２ 級 

 

主事・技師 ７１人 1 2 . 4 %  182,000円 293,400円 

 

１ 級 

 

主事補・技師補 ４３人 7 . 5 %  146,100円 247,600円 

  （ 注）１ 習志野市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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一 般 行 政 職 の 級 別 構 成 表  

 

 

 (2) 昇給への人事評価の活用状況（習志野市）  

令和 3 年 4 月 2 日から令和 4 年 4 月 1 日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している 〇  

 

活用している昇給区分 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分 〇  
  

上位、標準の区分  〇 
  

標準、下位の区分   
  

標準の区分のみ（一律）   
  

ロ． 人事評価を活用していない  ○ 

   活用予定時期  令和５年度 
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４ 職員の手当の状況  

 (1) 期末手当・勤勉手当  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

習志野市 千葉県 国 

１人当たり平均支給額（２年度） 

       １，５５４千円 

１人当たり平均支給額（２年度） 

       １，７３４千円 

－ 

 

（２年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

2.55月分      1 . 9月分 

  (1.45)月分     (0.9)月分 

（２年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

   2.55月分        1.9月分 

 ( 1.45)月分     (0.9)月分 

（２年度支給割合）  

 期末手当      勤勉手当 

   2.55月分        1.9月分 

 ( 1.45)月分     (0.9)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算  5％ ～ 20％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算   5％ ～ 20％  

・ 管 理 職 加 算  15％ ・ 2 5％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職 加 算   5％ ～ 20％  

・ 管 理 職 加 算  10％ ～ 2 5％  

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（習志野市） 

令和３年度中における運用 管理職員（注） 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○  

 

活用している成績率 
支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○ 
   

上位、標準の成績率 
 

○ 
  

標準、下位の成績率 
    

標準の成績率のみ（一律） 
    

ロ． 人事評価を活用していない  ○ 

   活用予定時期  令和５年度 

 

 (2) 退職手当（３年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

習志野市 国   

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（支給率）   自己都合    応募認定・定年 

勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 2 5 年        28.0395月分  33.27075月分 

勤 続 3 5 年        39.7575月分    47.709月分 

最高限度額    47.709月分    47.709月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置 （2～30％） 

1人当たり平均支給額（令和２年度決算）  

自己都合    2,451千円   

定 年     1 8 , 8 2 3千円 

（支給率）   自己都合  応募認定・定年 

勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 2 5 年        28.0395月分  33.27075月分 

勤 続 3 5 年        39.7575月分    47.709月分 

最高限度額    47.709月分    47.709月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置 （2～45％） 

                                       

   

 

 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２年度に退職した職員に支給された平均額である。   
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(3) 地域手当（３年４月１日現在）  

支 給 実 績（２年度決算）      776,897千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）             473,141円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全 域        13 ％       1,642 人           15 ％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

  99.9  

（101.7） 

 

（注） 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。） 

 

 

 (4) 特殊勤務手当（３年４月１日現在） 

支給実績（２年度決算） １ ９ ， ９ ５ ６ 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）   ５ ８ ， ６ ９ ３ 円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（２年度）  ２ ５ ． ９ ％  

手当の種類（手当数） １ ８    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(２年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業務に従事した職員 災 害発 生に係 る措 置

及び復旧作業 

０千円 1 日につき 1,700 円 

消防業務手当 消 防 本 部 の 職 員  救 急 業 務 及 び 火 災

現 場 に お け る 消 火

作 業 等  

５，５３０ 

千円 

1回につき200円～ 

510円 

薬剤散布作業

手当 

業 務 に 従 事 し た 職

員  

薬 剤 の 散 布 作 業  ０千円 1日につき250円 

路上作業手当 都 市 整 備 部 の 職 員

等  

道 路 の 舗 装 及 び 補

修 作 業  

３０千円 1日につき200円 

葬祭事業手当 社 会 福 祉 課 の 職 員  葬 祭 業 務  ０千円 1件につき450円 

行旅死病人取

扱手当 

保 健 福 祉 部 の 職 員  行 旅 死 病 人 の 処 理

又 は 収 容 の 作 業  

０千円 1件につき1,000円

～3,000円 

し尿処理作業

手当 

ク リ ー ン セ ン タ ー

及 び 津 田 沼 浄 化 セ

ン タ ー に 勤 務 す る

職 員  

し 尿 の 収 集 、 運 搬

作 業 及 び し 尿 処 理

施 設 で し 尿 の 処 理

作 業  

０千円 1日につき500円 

ごみ処理作業

手当 

ク リ ー ン セ ン タ ー

に 勤 務 す る 職 員  

ご み の 収 集 、 運 搬 、 処 理

作 業 及 び ご み 処 理 作 業  

１，６８７ 

千円 

1日につき400円 

下水処理作業

手当 

下 水 道 課 及 び 道 路

交 通 課 に 勤 務 す る

職 員  

下 水 の 管 渠 及 び 側

溝 の 清 掃 作 業  

４６６千円 1日につき350円～ 

400円 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(元年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

犬、ねこ等死体

処理作業手当 

ク リ ー ン セ ン タ ー

に 勤 務 す る 職 員  

犬 、 ね こ そ の 他 動

物 の 死 体 の 処 理 作

業  

１５９千円 1回につき200円 

ケースワーカ

ー手当 

保 健 福 祉 部 及 び こ

ど も 部 に 勤 務 す る

職 員  

ケ ー ス ワ ー カ ー と

し て の 業 務  

１，８６６ 

千円 

1月につき3,500円 

整理手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

市 税 及 び 税 外 収 入

の 滞 納 分 の 徴 収 又

は 滞 納 処 分  

 

４０千円 1日につき170円～ 

300円 

用地交渉手当 財 産 管 理 課 、 市 街

地 整 備 課 、 下 水 道

課 に 勤 務 す る 職 員  

 

公 共 用 地 取 得 の た

め に 行 う 交 渉 及 び

補 償 交 渉  

０千円 1日につき100円～1

20円 

防疫手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

感 染 症 の 防 疫 作 業  ０千円 1日につき300円 

防疫等作業 

手当 

業 務 に 従 事 し た 職

員  

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル

ス 感 染 の 患 者 又 は

そ の 疑 い の あ る 者

が い る 区 域 又 は い

た 区 域 で 、 新 型 コ

ロ ナ ウ イ ル ス 感 染

症 か ら 市 民 等 の 生

命 及 び 健 康 を 守 る

た め に 緊 急 に 行 わ

れ た 措 置 に 係 る 作

業  

１，１９７ 

千円 

1日につき3,000円 

～4,000円 

施設管理者 

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 業 務  

４４２千円 1月につき1,500円

～2,000円 

教員特殊業務

手当 

教 育 職 員  教 育 職 員 が 従 事 す

る 非 常 災 害 等 の 緊

急 業 務  

８，１７５ 

千円 

1日につき1,800円

～8,000円 

教員業務連絡

指導手当 

教 育 職 員 の う ち 教

務 主 任 、 学 年 主 任

等  

高 等 学 校 に 勤 務 す

る 職 員 が 従 事 す る

教 務 そ の 他 の 教 育

に 関 す る 業 務 に つ

い て の 連 絡 調 整 及

び 指 導 助 言 等  

３６３千円 1日につき200円 

  

 

 



- 10 - 

 (5) 時間外勤務手当  

支給実績（２年度決算） ４５２，５７４千円 

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）  ４０４千円 

支 給 実 績 （ 元 年 度 決 算 ）  ６１５，４６０千円 

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）  ５４６千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。（企業局除く） 

 

 

 

(6) その他の手当（３年４月１日現在） 

 

手 当 名 

 

内容及び支給単価 
国 の 制 度

と の 異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ ２ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２年度決算） 

 扶 養 手 当      ･配 偶 者 6 , 5 0 0円  

･配 偶 者 以 外 の 扶

養 親 族 で 子 の 場 合  

1人  1 0 , 0 0 0円  

･上 記 以 外  

1人  6 , 5 0 0円  

･ 1 6歳 か ら 2 2歳 ま

で の 子 等  

 1人  5 , 0 0 0円 を

加 算  

同 じ   １２５，６０８

千円 

２３６，５５０円 

 住 居 手 当      ･借 家 の 場 合  

（ 家 賃 1 6 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

） 家 賃 の 額 に 応 じ 2

8 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ    ８５，７８４

 千円 

２７８，５２１円 

 通 勤 手 当      ･電 車 ・ バ ス を 利 用

す る 場 合 、 交 通 機

関 が 発 行 し て い る

最 も 長 い 通 用 期 間

の 定 期 代 相 当 額 を

全 額 支 給  

･乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2, 0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

異 な る  国 ）交 通 機 関

： 55 , 0 0 0 /月

が 支 給 上 限  

交 通 用 具 使

用 者 ： 使 用 距

離 に 応 じ て  

2 , 0 0 0円 ～ 3 1

, 6 0 0円  

１１６，４４０

千円 

９７，７６６円 

単身赴任手当 ･官 署 を 異 に す る 移

動 等 に 伴 い 転 居 し 、

や む を 得 な い 事 情 に

よ り 配 偶 者 と 別 居 し

、 単 身 で 生 活 す る 事

を 常 況 と す る 職 員 等

に 支 給  

同 じ   無 無 
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手 当 名 

 

内容及び支給単価 
国 の 制 度

と の 異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ ２ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２年度決算） 

休日勤務手当 ･休 日 に お け る 正

規 の 勤 務 時 間 中 に

勤 務 す る 事 命 ぜ ら

れ た 職 員 に 支 給  

同 じ   ８５，２９５ 

千円 

４１，０６６円 

夜間勤務手当 ･正 規 の 勤 務 時 間

と し て 深 夜 に 勤 務

す る 職 員 に 支 給  

同 じ   １１，８３８ 

千円 

６，１６９円 

宿日直手当 ･宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   無 無 

管理職手当 ･管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 応 じ て 3

7 , 0 0 0円 ～ 8 2 , 2 0 0

円 /月  

同 じ   １３２，９１０

千円 

５９６，０１０円 

管理職員特別

勤務手当 

･臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 平 日

深 夜 及 び 、 週 休 日

又 は 祝 日 法 に よ る

休 日 若 し く は 年 末

年 始 の 休 日 等 に 勤

務 し た 場 合 に 支 給

。 官 職 に 応 じ て  

4 , 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0

円 /回  

異 な る  官 職 に 応 じ

て 6,0 0 0円

～ 1 2 , 0 0 0円

/回  

２，４６２千円 ７４，６０６円 

義務教育等教

員特別手当 

･教 育 職 員 に つ い

て 職 務 の 級 及 び 号

給 に 応 じ て 支 給  

  ３，７１２千円 ６５，１１９円 

災 害 派 遣 手 当  ･災 害 応 急 対 策 又

は 災 害 普 及 の た め

に 派 遣 さ れ た 職 員

が 住 所 又 は 居 所 を

離 れ て 本 市 の 区 域

内 に 滞 在 す る こ と

を 要 す る 場 合 に 支

給  

      無        無  

武 力 攻 撃 災 害

等 派 遣 手 当  

･国 民 の 保 護 の た

め の 措 置 の 実 施 の

た め 派 遣 さ れ た 職

員 が 住 所 又 は 居 所

を 離 れ て 本 市 の 区

域 内 に 滞 在 す る こ

と を 要 す る 場 合 に

支 給  

      無        無  
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手 当 名 

 

内容及び支給単価 
国 の 制 度

と の 異 同  

国 の 制 度 と

異 な る 内 容  

支 給 実 績  

（ ２ 年 度 決 算 ） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（２年度決算） 

新 型 ｲﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ

等 緊 急 事 態 派

遣 手 当  

･新 型 ｲ ﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ等

緊 急 事 態 措 置 の た

め に 派 遣 さ れ た 職

員 が 住 所 又 は 居 所

を 離 れ 本 市 区 域 内

に 対 す る 事 を 要 す

る 場 合 に 支 給  

      無        無  

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（３年４月１日現在） 

 
区     分 給 料 月 額 等                     

給 

料 

市 区 町 村 長 

 

副 市 町 村 長 

 

       ９５０，０００  円 

 

       ８１０，０００  円 

     

（参考）類似団体における最高／最低額 

   1,130,000円／702,000円 

 

         930,000円／691,200円 

 

報 

酬 

議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

       ５４０，０００  円 

 

       ５００，０００  円 

 

       ４８０，０００  円 

 

         724,000円／463,000円 

 

         660,000円／420,000円 

 

         606,000円／400,000円 

 

期
末
手
当 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

       （２年度支給割合） 

                ４．４５月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （２年度支給割合） 

                ４．４５月分 

         

退
職
手
当 

市 区 町 村 長 

副 市 町 村 長 

 （算定方式）            （１期の手当額）      （支給時期） 

 95万円×在職月数×45/100       ２，０５２万円      任期毎 

81万円×在職月数×25/100        ９７２万円     任期毎 

             

備   考  

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期   

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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６ 職員数の状況  

(1)  部門別職員数の状況と主な増減理由（各年 4 月 1 日現在） 

（注） ・

・

・ 令和3年3月31日時点住民基本台帳人口175,301人

職員数は、教育長を除く一般職に属する職員数、第２号会計年度任用職員は含まない。

【     　】内は、条例定数の合計

【1,837】 【1,837】 【0】

総務企画

94

主な増減要因

業務の縮小

54 2 業務増対応税務

対前年

0

3 業務増対応

議会

労働 0

9 10 △ 1 区分変更（農林水産へ）

1

333

731

5

735

118 117

小　　計

農林水産 6

商工

小　　計

283

土木

1,269

教育部門

一
般
行
政
部
門

部門

56

160

93衛生

区分 職員数

民生 280

普
通
会
計
部
門

増減数

161 △ 1

令和３年 令和２年

10 010

△ 1 技労職退職者不補充

0

△ 6

区分変更（商工より）1

業務増対応

4

1,270 △ 1

業務の縮小

消防部門 207 206 1 業務増対応

327

公

営

企

業

等

会

計

部

門

水道 29 30 △ 1 区分変更（その他へ）

下水道 30 30 0

その他 109 107 2 区分変更（水道・普通会計部門より）

合　　　計 <参考> 人口１万人当たり職員数　82.0人　　

168 167 1

1,437 1,437 0

小　　計
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( 2 )  年齢別職員構成の状況（３年４月１日現在） 

 

（注）教育長を除く。

40歳

43歳 51歳

56歳

区分 ～

52歳44歳

55歳 59歳 以上47歳

48歳 60歳

～

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

計～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

177 140職員数 13 57 127 18 1,437145 169 150 117152 172

 

 

(3) 職員数の推移  

809 744 748 724 731 735 △ 74 （△9.1%）
248 315 312 340 333 327 79 （31.9%）
205 202 206 206 206 207 2 （1.0%）

1,262 1,261 1,266 1,270 1,270 1,269 7 （0.6%)
163 162 169 167 167 168 5 （3.1%）

1,425 1,423 1,435 1,437 1,437 1,437 12 （0.8%）

令和3年
過去5年間

の増減率（率）

総合計

令和2年部門別　　　　　　年度

一般行政
教育
消防

普通会計計

公営企業等会計計

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 
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７ 公営企業職員の状況  

 

 (1) ガス事業  

① 職員給与費の状況  

ア 決算  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

元年度の総費用に占

める職員給与費比率 

２年度 

 

5,424,522千円 

 

376,311千円 

 

 569,949千円 

 

       10.5％ 

 

        9.5％ 

 

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 25 , 9 0 6 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ  

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

（参考）市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ 

２年度 

 

  6 4人  

 

    千円 

2 3 6 , 4 0 9  

    千円 

8 6 , 1 9 1  

    千円 

6 8 , 6 5 8  

    千円 

3 9 1 , 2 5 8  

       千円 

6 , 1 1 4  

       千円 

6 , 1 9 7  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数については、３年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再

任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含

まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

イ  特記事項  

 

 

 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（３年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企業局     40.9歳 351,827円 537,368円 

団 体 平 均     47.1歳 347,134円 515,809円 

      （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。 
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    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（２年度）     

           1,614千円 

（２年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

          2 . 5 5月分      1 . 9月分 

       (   1 . 4 5 )月分  (    0 . 9 )月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～20％ 

 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

イ 退職手当（３年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）    自己都合  応募認定・定年 

 勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分 

 勤 続 2 5 年        28.0395月分 33.27075 月分 

 勤 続 3 5 年        39.7575月分 47.709   月分 

 最高限度額   47.709 月分 47.709   月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給 2～30％) 

 1人当たり平均支給額 16,121千円 96,722千円 

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ２ 年 度 に 退 職 し た 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                

である。 

 

ウ 地域手当（３年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（２年度決算）         32,737千円  

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）                  511,511円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域          13％           64人                 13％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

 

エ 特殊勤務手当（３年４月１日現在）  

支給実績（２年度決算） 2 , 3 1 2千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 5 3 , 7 6 3円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（２年度） 6 7 . 2％  

手当の種類（手当数） ６  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(２年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

87千円 

 

1回につき1,700円 

または1,000円 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(２年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

特殊作業手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、操 作 及 び 採

掘 作 業  

無 1日につき400円 

未納整理手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  

無 1日につき300円 

供給停止手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

業 務  

無 1日につき300円 

交替勤務手当 交 替 勤 務 職 員  第 2直 勤 務  1,571千円 勤務1回につき4,20

0円 

施設管理者等

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、規

則 に 定 め ら れ た

施 設 等 の 管 理 業

務  

654千円 1月 に つ き 1,5 0 0

円 ～ 1 0 , 0 0 0円  

 

オ 時間外勤務手当  

支給実績（２年度決算）                        23,262千円 

職員1人当たり平均支給年額（２年

度決算） 

                          423千円 

支 給 実 績 （ 元 年 度 決 算 ）                         36,506千円 

職員1人当たり平均支給年額（元年

度決算） 

                          629千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

カ その他の手当（３年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職の 

制度と異なる 

内容 

支給実績
 

（２年度決算）
 

支給職員 1人当た  

り平均支給年額 

（２年度決算） 

 扶 養 手 当      ・ 6 , 5 0 0円  

・扶 養 親 族 た る 子 1

0 , 0 0 0円  

・ 1 6歳 か ら 22歳 ま

で の 子 等  1人 5, 0

0 0円 を 加 算  

同 じ       7,625千円 

 

   206,071円 

 住 居 手 当      ・ 借 家 の 場 合  

（ 家 賃 12 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

）家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ      3,705千円 

 

   264,643円 

 通 勤 手 当      ・ 電 車 ・ バ ス を 利

用 す る 場 合 、 交 通

同 じ      4,726千円 

 

    99,440円 
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機 関 が 発 行 し て い

る 最 も 長 い 通 用 期

間 の 定 期 代 相 当 額

を 全 額 支 給  

・ 乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2,0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

単身赴任手当 ・ 官 署 を 異 に す る

移 動 等 に 伴 い 転 居

し 、 や む を 得 な い

事 情 に よ り 配 偶 者

と 別 居 し 、 単 身 で

生 活 す る こ と を 常

況 と す る 職 員 等 に

支 給  

同 じ       無      無 

休日勤務手当 休 日 に お け る 正 規

の 勤 務 時 間 中 に 勤

務 す る こ と を 命 ぜ

ら れ た 職 員 に 支 給  

同 じ       2,086千円 

 

    83,405円 

夜 間 勤 務 手

当  

・ 正 規 の 勤 務 時 間

と し て 深 夜 に 勤 務

す る 職 員 に 支 給  

同 じ       1,296千円 

 

   161,977円  

宿 日 直 手 当  ・ 宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ       2,701千円  

 

  4 5 , 0 1 7円  

 管 理 職 手 当  ・ 管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 に 応 じ

て 33, 7 0 0円 ～ 8 2 , 2

0 0円  

同 じ       7,787千円 

 

 6 4 8 , 9 0 0円  

 管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・ 臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 週 休

日 又 は 祝 日 法 に よ

る 休 日 若 し く は 年

末 年 始 の 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に 支

給 。官 職 に 応 じ て 4

, 0 0 0円 ～ 12 , 0 0 0円

／ 回  

同 じ         42千円 

 

   8 , 4 0 0円  

 

 



- 19 - 

 (2) 水道事業  

① 職員給与費の状況  

ア 決算  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

元年度の総費用に占

める職員給与費比率 

２年度 

 

1,967,598千円 

 

178,880千円 

 

257,669千円 

 

        13.1％ 

 

        13.3％ 

 

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 18 , 7 0 6 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ  

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

（参考）市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ 

２年度 

 

  3 1人  

 

    千円 

1 1 3 , 8 4 0  

    千円 

3 5 , 6 7 8  

    千円 

3 3 , 8 0 3  

    千円 

1 8 3 , 3 2 1  

       千円 

5 , 9 1 4  

       千円 

6 , 0 4 6  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数については、３年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再

任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含

まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

イ  特記事項  

 

 

 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（３年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企業局     41.3歳 366,046円 563,459円 

団 体 平 均     45.3歳 335,096円 502,816円 

      （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。 

 

    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（２年度）     

           1,631千円 

（２年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

          2 . 5 5月分      1 . 9月分 

       (   1 . 4 5 )月分  (    0 . 9 )月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～20％ 

 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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イ 退職手当（３年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）    自己都合  応募認定・定年 

 勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分 

 勤 続 2 5 年        28.0395月分 33.27075 月分 

 勤 続 3 5 年        39.7575月分 47.709   月分 

 最高限度額   47.709 月分 47.709   月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給 2～30％) 

 1人当たり平均支給額 0千円 0千円 

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ２ 年 度 に 退 職 し た 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                

である。 

 

ウ 地域手当（３年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（２年度決算）         15,773千円  

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）                  508,801円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域          13％           31人                 13％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

 

エ 特殊勤務手当（３年４月１日現在）  

支給実績（２年度決算） 2 8 3千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 1 3 , 4 7 6円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（２年度） 6 7 . 7％  

手当の種類（手当数） ６  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(２年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

25千円 

 

1回につき1,700円 

または1,000円 

特殊作業手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、操 作 及 び 採

掘 作 業  

無 1日につき400円 

未納整理手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  

無 1日につき300円 

供給停止手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

業 務  

無 1日につき300円 

交替勤務手当 交 替 勤 務 職 員  第 2直 勤 務  無 勤務1回につき4,20

0円 

施設管理者等

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、規

則 に 定 め ら れ た

施 設 等 の 管 理 業

務  

258千円 1月 に つ き 1,5 0 0

円 ～ 1 0 , 0 0 0円  
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オ 時間外勤務手当  

支給実績（２年度決算）                         6,947千円 

職員1人当たり平均支給年額（２年

度決算） 

                          464千円 

支 給 実 績 （ 元 年 度 決 算 ）                         16,871千円 

職員1人当たり平均支給年額（元年

度決算） 

                        1,125千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

カ その他の手当（３年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職の 

制度と異なる 

内容 

支給実績
 

（２年度決算）
 

支給職員 1人当た  

り平均支給年額 

（２年度決算） 

 扶 養 手 当      ・ 6 , 5 0 0円  

・扶 養 親 族 た る 子 1

0 , 0 0 0円  

・ 1 6歳 か ら 22歳 ま

で の 子 等  1人 5, 0

0 0円 を 加 算  

同 じ       2,725千円 

 

   209,577円 

 住 居 手 当      ・ 借 家 の 場 合  

（ 家 賃 12 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

）家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ       3,055千円 

 

   305,413円 

 通 勤 手 当      ・ 電 車 ・ バ ス を 利

用 す る 場 合 、 交 通

機 関 が 発 行 し て い

る 最 も 長 い 通 用 期

間 の 定 期 代 相 当 額

を 全 額 支 給  

・ 乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2,0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

同 じ       2,094千円 

 

   83,721円 

単身赴任手当 ・ 官 署 を 異 に す る

移 動 等 に 伴 い 転 居

し 、 や む を 得 な い

事 情 に よ り 配 偶 者

と 別 居 し 、 単 身 で

生 活 す る こ と を 常

況 と す る 職 員 等 に

支 給  

同 じ       無      無 
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休日勤務手当 休 日 に お け る 正 規

の 勤 務 時 間 中 に 勤

務 す る こ と を 命 ぜ

ら れ た 職 員 に 支 給  

同 じ         87千円 

 

   43,311円 

宿 日 直 手 当  ・ 宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   無  無  

 管 理 職 手 当  ・ 管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 に 応 じ

て 33, 7 0 0円 ～ 8 2 , 2

0 0円  

同 じ   4 , 7 6 6千 円  

 

 6 8 0 , 7 4 3円  

 管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・ 臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 週 休

日 又 は 祝 日 法 に よ

る 休 日 若 し く は 年

末 年 始 の 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に 支

給 。官 職 に 応 じ て 4

, 0 0 0円 ～ 12 , 0 0 0円

／ 回  

同 じ   3 8千 円  

 

  9 , 5 0 0円  
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(3) 下水道事業  

① 職員給与費の状況  

ア 決算  

区 分 

 

 

総費用 

 

      Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

     Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

     Ｂ／Ａ 

 (参考) 

元年度の総費用に占

める職員給与費比率 

２年度 

 

5,660,254千円 

 

475,870千円 

 

220,199千円 

 

        3.9％ 

 

        4.2％ 

 

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 57 , 8 6 2 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区 分 

 

職員数 

    Ａ  

給     与     費 一人当たり 

給与費 B / A  

 

 

 

 

（参考）市町村平均 

一 人 当 た り 給 与 費      給  料 職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ 

２年度 

 

  3 1人  

 

    千円 

1 1 4 , 6 9 6  

    千円 

3 8 , 6 6 6  

    千円 

3 4 , 4 5 0  

    千円 

1 8 7 , 8 1 3  

       千円 

6 , 0 5 9  

       千円 

5 , 9 5 3  

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数については、３年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再

任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含

まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

イ  特記事項  

 

 

    ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（３年４月１日現在）  

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

企業局     41.6歳 367,922円 557,906円 

団 体 平 均     43.7歳 331,372円 495,629円 

      （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。 

 

 

    ③ 職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局 

１人当たり平均支給額（２年度）     

           1,609千円 

（２年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

          2 . 5 5月分      1 . 9月分 

       (   1 . 4 5 )月分  (    0 . 9 )月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～20％ 

 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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イ 退職手当（３年４月１日現在）  

企業局 

 （支給率）    自己都合  応募認定・定年 

 勤 続 2 0 年        19.6695月分 24.586875月分 

 勤 続 2 5 年        28.0395月分 33.27075 月分 

 勤 続 3 5 年        39.7575月分 47.709   月分 

 最高限度額   47.709 月分 47.709   月分 

 その他の加算措置 

 (退職時特別昇給 2～30％) 

 1人当たり平均支給額 18,784千円 18,784千円 

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ２ 年 度 に 退 職 し た 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                

である。 

 

ウ 地域手当（３年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支 給 実 績（２年度決算）         15,709千円  

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）                  506,733円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

全 域          13％           31人                 13％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

           ％             人                   ％ 

 

エ 特殊勤務手当（３年４月１日現在）  

支給実績（２年度決算） 4 2千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 5 , 2 5 0円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（２年度） 2 5 . 8％  

手当の種類（手当数） ６  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

(２年度決算） 

左記職員に対する支給

単価 

災害出動手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

無 1回につき1,700円 

または1,000円 

特殊作業手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、操 作 及 び 採

掘 作 業  

6千円 

 

1日につき400円 

未納整理手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

未 納 料 金 等 の 徴

収 業 務  

0千円 

 

1日につき300円 

供給停止手当 業 務 に 従 事 し た 職

員  

ガ ス の 供 給 停 止

業 務  

無 1日につき300円 

交替勤務手当 交 替 勤 務 職 員  第 2直 勤 務  無 勤務1回につき4,20

0円 

施設管理者等

手当 

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に 定 め ら れ た 施

設 等 の 管 理 者  

法 令 又 は 条 例 、規

則 に 定 め ら れ た

施 設 等 の 管 理 業

務  

36千円 1月 に つ き 1,5 0 0

円 ～ 1 0 , 0 0 0円  
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オ 時間外勤務手当  

支給実績（２年度決算）                        11,614千円 

職員1人当たり平均支給年額（２年

度決算） 

                          505千円 

支 給 実 績 （ 元 年 度 決 算 ）                         13,904千円 

職員1人当たり平均支給年額（元年

度決算） 

                          662千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算）」と同じ

年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象

とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

カ その他の手当（３年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動 

一般行政職の 

制度と異なる 

内容 

支給実績
 

（２年度決算）
 

支給職員 1人当た  

り平均支給年額 

（２年度決算） 

 扶 養 手 当      ・ 6 , 5 0 0円  

・扶 養 親 族 た る 子 1

0 , 0 0 0円  

・ 1 6歳 か ら 22歳 ま

で の 子 等  1人 5, 0

0 0円 を 加 算  

同 じ       2,908千円 

 

   207,714円 

 住 居 手 当      ・ 借 家 の 場 合  

（ 家 賃 12 , 0 0 0円 を

超 え る 場 合 に 限 る

）家 賃 の 額 に 応 じ 2

7 , 0 0 0円 を 限 度 に

支 給  

同 じ       2,147千円 

 

   306,686円 

 通 勤 手 当      ・ 電 車 ・ バ ス を 利

用 す る 場 合 、 交 通

機 関 が 発 行 し て い

る 最 も 長 い 通 用 期

間 の 定 期 代 相 当 額

を 全 額 支 給  

・ 乗 用 車 等 を 使 用

す る 場 合 、 使 用 距

離 に 応 じ て 2,0 0 0

円 ～ 3 8 , 4 0 0円  

同 じ       2,995千円 

 

   119,778円 

単身赴任手当 ・ 官 署 を 異 に す る

移 動 等 に 伴 い 転 居

し 、 や む を 得 な い

事 情 に よ り 配 偶 者

と 別 居 し 、 単 身 で

生 活 す る こ と を 常

況 と す る 職 員 等 に

支 給  

同 じ       無      無 
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休日勤務手当 休 日 に お け る 正 規

の 勤 務 時 間 中 に 勤

務 す る こ と を 命 ぜ

ら れ た 職 員 に 支 給  

同 じ         25千円 

 

   12,123円 

宿 日 直 手 当  ・ 宿 日 直 勤 務 を 命

ぜ ら れ た 職 員 が 勤

務 し た 場 合 に 支 給  

同 じ   無  無  

 管 理 職 手 当  ・ 管 理 又 は 監 督 の

地 位 に あ る 職 員 の

う ち 、 官 職 に 応 じ

て 33, 7 0 0円 ～ 8 2 , 2

0 0円  

同 じ   3 , 2 3 3千 円  

 

  6 4 6 , 5 6 0円  

 管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

・ 臨 時 又 は 緊 急 の

必 要 等 に よ り 週 休

日 又 は 祝 日 法 に よ

る 休 日 若 し く は 年

末 年 始 の 休 日 等 に

勤 務 し た 場 合 に 支

給 。官 職 に 応 じ て 4

, 0 0 0円 ～ 12 , 0 0 0円

／ 回  

同 じ        2 0千 円  

 

   1 0 , 0 0 0円  

 

 


